
�愛媛県告示第８０６号
愛媛県造林事業補助金交付規程（昭和６２年１１月愛媛県告示

第１３８３号）の一部を次のように改正し、告示の日から施行し

、平成１４年度の補助金から適用する。

改正前の愛媛県造林事業補助金交付規程の規定により補助

金の交付を受けた者については、なお従前の例による。

平成１５年３月３１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

第１条中「育成単層林及び育成複層林の整備等を図ること

により、森林資源の造成及び整備を計画的かつ総合的に促進

するとともに、山村地域社会の健全な発展と森林の有する国

土保全、水源のかん養等の公益的機能の充実」を「森林が国

土の保全、水源のかん養、自然環境の保全、公衆の保健、地

球温暖化の防止、林産物の供給等の多面的機能を有すること

から、その重視すべき機能に応じた森林整備を計画的に推進

することにより、森林の有する多面的な機能の維持及び増進

を図り、森林環境の保全」に改める。

第２条第１項第１号から第３号までを次のように改める。


 水土保全林整備事業

ア 公的森林整備推進事業

イ 流域公益保全林整備事業

� 共生林整備事業

ア 絆の森整備事業

� 資源循環林整備事業

ア 流域循環資源林整備事業

第２条第１項中第４号を第５号とし、第３号の次に次の１

号を加える。

� 機能回復整備事業

ア 保全松林緊急保護整備事業

イ 特定森林造成事業

ウ 被害地等森林整備事業

第２条第２項を次のように改める。

２ 水土保全林整備事業及び資源循環林整備事業の事業の規

模は、１施行地の面積が０．１ヘクタール以上とする。ただ

し、育成単層林整備のうち整理伐、単層林改良及び保育（

天然更新型）並びに育成複層林整備以外のものにあつては

、１施行地の面積が０．１ヘクタール以上で、かつ、１事業

主体（第５条に規定する事業主体をいう。以下この項及び

第４項において同じ。）による施行地の面積の合計が４ヘ

クタール以上（水土保全林整備事業の流域公益保全林整備

事業又は資源循環林整備事業で、生産森林組合が事業主体

であるものにあつては３ヘクタール以上、森林施業計画の

認定を受けた者又は市町村と森林整備に関する協定を締結

した森林所有者（森林法（昭和２６年法律第２４９号）第２条

第２項に規定する森林所有者をいう。以下同じ。）が事業

主体であるものにあつては０．５ヘクタール以上）とする。

第２条中第４項を第６項とし、第３項を第５項とし、第２

項の次に次の２項を加える。

３ 共生林整備事業は、１施行地の面積が０．１ヘクタール以

上で、かつ、５ヘクタール以上のまとまりがある森林で行

うものとする。

４ 機能回復整備事業は、保全松林緊急保護整備事業及び特

定森林造成事業にあつては１施行地の面積が０．１ヘクター

ル以上、被害地等森林整備事業にあつては１施行地の面積

が０．１ヘクタール以上で、かつ、１事業主体による施行地

の面積の合計が０．５ヘクタール以上の森林で行うものとす

る。

第３条第１項から第４項までを次のように改める。

水土保全林整備事業は、森林法施行規則（昭和２６年農林

省令第５４号）第９条の２第１号ロに規定する水源かん養機

能等維持増進森林の整備を行う事業で、公的森林整備推進

事業にあつては森林所有者等による整備が進み難い森林等

について、分収方式又は市町村のあつせんに基づく受託に

よる森林施業を市町村森林整備事業計画（市町村長が地域

における森林の状況、地域住民の森林に対する要請、事業

実施体制等を把握した上で、森林法第１０条の５の規定に基

づき策定された市町村森林整備計画の達成に資するものと

して作成したものをいう。以下「事業計画」という。）に

基づき実施するものと、流域公益保全林整備事業にあつて

は流域における水源かん養機能又は山地災害防止機能の維

持増進を図るための森林施業を事業計画に基づき実施する

ものとし、その区分、補助基準及び補助率（以下「区分等

」という。）は、別表第１のとおりとする。

２ 共生林整備事業の絆の森整備事業は、森林法施行規則第

９条の２第１号ハに規定する環境保全機能等維持増進森林

の整備を行う事業で、身近な森林に対する市民の関心の高

まり及び森林を分野とした市民活動の広がりに対応するた

め、市民の参加による森林整備又は野生動物との共存のた

めの森林整備を事業計画に基づき実施するものとし、その

区分等は、別表第２のとおりとする。

３ 資源循環林整備事業の流域循環資源林整備事業は、森林

法第５条第２項第４号の３に規定する公益的機能別施業森

林区域（以下「公益的機能別施業森林区域」という。）以

外の区域内に存する森林の整備を行う事業で、流域におけ

る木材等森林資源の循環利用に資するための森林施業を事

業計画に基づき実施するものとし、その区分等は、別表第

１のとおりとする。

発 行 愛 媛 県

印 刷 岡田印刷株式会社
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４ 機能回復整備事業は、森林の基礎的な機能の回復を目的

として行う事業で、保全松林緊急保護整備事業にあつては

森林病害虫等防除法（昭和２５年法律第５３号）第２条第１項

第１号に規定する松くい虫が運ぶ線虫類により被害が発生

している松林において、公益的機能の高い健全な松林の整

備又は樹種転換（同条第７項に規定する樹種転換をいう。

）を行うものと、特定森林造成事業にあつては森林の生産

力の回復、増進等の観点から、林木の成長が不良な土地及

び耕作放棄地等を対象として、土壌条件の改良、植栽等を

事業計画に基づき実施するものと、被害地等森林整備事業

にあつては森林災害の復旧等諸々の条件に応じた森林資源

の造成又は整備を行うものとし、その区分等は、別表第３

のとおりとする。

第３条第５項から第９項までを削り、同条第１０項中「別表

第１０」を「別表第４」に改め、同項を同条第５項とし、同条

第１１項中「別表第１０」を「別表第４」に、「別表第１１」を「

別表第５」に改め、同項を同条第６項とする。

第４条中「一般造林事業」を「被害地等森林整備事業」に

改める。

第５条各号を次のように改める。


 公的森林整備推進事業にあつては、次に掲げるもの

ア 市町村

イ 森林整備法人

ウ 林業公社又は造林公社

エ 民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進

に関する法律（平成１１年法律第１１７号）第２条第５項

に規定する選定事業者（市町村有林で行うものに限る

。）

� 流域公益保全林整備事業及び流域循環資源林整備事業

にあつては、次に掲げるもの

ア 地方公共団体

イ 森林組合

ウ 生産森林組合

エ 森林整備法人

オ 民法（明治２９年法律第８９号）第３４条の規定により設

立された法人（造林を行うことを主たる目的としてい

る法人であつて、地方公共団体がその社員であるか又

はその基本財産の全部若しくは一部を拠出しているも

のに限る。以下「公益法人」という。）

カ 森林法施行令（昭和２６年政令第２７６号）第１１条第７

号に規定する団体（以下「森林所有者の団体」という

。）

キ 森林施業計画の認定を受けた者

ク 市町村と森林整備に関する協定を締結した森林所有

者

� 絆の森整備事業の市民参加型森林整備にあつては、次

に掲げる区分に応じ、それぞれ次に定めるもの

ア 行政支援タイプ 市町村

イ 市民主導タイプ 森林施業計画の認定を受けた者（

森林所有者及び森林組合その他の林業事業体を除く。

）

ウ 市民開放タイプ 森林所有者等のうち森林施業計画

の認定を受けた者及び市町村と森林整備に関する協定

を締結した森林所有者

� 絆の森整備事業の野生生物共生整備にあつては、次に

掲げるもの。ただし、用地等取得にあつては、アに掲げ

るものに限る。

ア 市町村

イ 森林所有者

ウ 森林組合

エ 生産森林組合

オ 森林組合連合会

カ 森林整備法人

キ 森林所有者の団体

ク 森林施業計画の認定を受けた者

� 保全松林緊急保護整備事業、特定森林造成事業の特定

林地改良及び被害地等森林整備事業にあつては、次に掲

げるもの

ア 市町村（被害地等森林整備事業にあつては、森林法

第１０条の１３第２項に規定する森林整備協定に基づく造

林事業（以下「森林整備協定造林」という。）として

行う場合に限る。）

イ 森林所有者

ウ 森林組合

エ 生産森林組合

オ 森林組合連合会

カ 森林整備法人

キ 森林所有者の団体

� 特定森林造成事業の耕作放棄地等森林造成及び造林未

済地緊急造林にあつては、市町村

� 県単独事業にあつては、次に掲げるもの

ア 地方公共団体（森林整備協定造林として行う場合に

限る。）

イ 森林所有者

ウ 森林組合

エ 生産森林組合

オ 森林組合連合会

カ 森林整備法人

キ 森林所有者の団体

第６条第１項第４号中「森林組合に」を削り、同項中第１２

号を第１４号とし、第９号から第１１号までを２号ずつ繰り下げ

、同項第８号中「特殊林地改良事業」を「特定林地改良事業

」に改め、同号を同項第１０号とし、同項中第７号を第９号と

し、第６号の次に次の２号を加える。

� 事業主体が森林施業計画の認定を受けた者である場合

の造林事業にあつては、その森林施業計画認定書の写し

� 事業主体が市町村と森林整備に関する協定を締結した

森林所有者である場合の造林事業にあつては、その協定

書の写し

第６条第２項中「第１２号」を「第１４号」に、「一般造林事

業」を「被害地等森林整備事業」に改める。

第９条第３項及び第４項を次のように改める。

３ 補助金の交付を受けたものは、次の各号のいずれかに該

当するときは、あらかじめ知事に造林補助事業施行地の転

用等届出書（様式第７号）によりその旨を届け出なければ

ならない。

愛 媛 県 報平成１５年３月３１日 第１４４３号外６

２




 造林補助事業の完了年度の翌年度から起算して５年以

内に当該造林補助事業の施行地の森林以外の用途への転

用（造林補助事業の施行地を譲渡し、又は賃借権、地上

権等の設定をさせた後、当該造林補助事業の施行地の森

林以外の用途への転用を含む。第３号において同じ。）

をしようとする場合又は造林補助事業の施行地上の立木

竹の全面伐採除去をしようとする場合であつて、当該転

用又は伐採除去（以下「転用等」という。）に係る面積

が１事業年度の１施行地について１ヘクタール以上であ

るとき。

� 作業路に係る造林の計画期間内に当該造林補助事業で

開設し、又は改良した育成単層林作業路（育成単層林を

造成し、又は整備するため、長期間継続して使用される

作業路をいう。以下同じ。）、育成複層林作業路（育成

複層林を造成し、又は整備するため、長期間継続して使

用される作業路をいう。以下同じ。）、機能増進保育作

業路（長伐期施業を行う林分を造成し、又は整備するた

め、長期間継続して使用されるものをいう。以下同じ。

）、特定間伐作業路（特定間伐において長期間継続して

使用されるものをいう。以下同じ。）、長期育成循環作

業路（長期育成循環整備の実施のため、長期間継続して

使用されるものをいう。以下同じ。）、絆の森作業路（

絆の森整備事業において長期間継続して使用される作業

路をいう。以下同じ。）、高性能林業機械作業路（長期

間継続して使用される高性能林業機械による作業に必要

な作業路をいう。以下同じ。）、衛生伐作業路（松林を

健全に育成し、又は保全するため、長期間継続して使用

される作業路をいう。以下同じ。）及び特定林地改良作

業路（特定林地改良を実施するため、長期間継続して使

用される作業路をいう。以下同じ。）（以下「育成単層

林作業路等」という。）の全部又は一部の転用又は補助

目的を達成することが困難となる行為をしようとすると

き。

� 造林補助事業の完了年度の翌年度から起算して８年以

内に当該造林補助事業で設置した駐車場の全部又は一部

の転用又は補助目的を達成することが困難となる行為を

しようとするとき。

４ 補助金の交付を受けたものは、次の各号のいずれかに該

当するときは、当該各号に定める補助金相当額を返還しな

ければならない。


 前項各号のいずれかに該当するとき 当該転用等に係

る森林等につき交付を受けた補助金相当額

� 事業計画に基づいて行う事業の場合において、当該事

業計画の承認の取消しの通知を受けたとき 当該取消し

に係る事業につき被害地等森林整備事業として査定した

補助金額との差額

� 育成単層林作業路等の開設又は改良に係る造林補助事

業について、補助対象となる必要規模以上の事業を実施

しないとき（天災等不可抗力によるものとして知事が認

めたときを除く。） 当該育成単層林作業路等につき交

付を受けた補助金相当額

� 流域公益保全林整備事業及び流域循環資源林整備事業

における事業主体が人工造林の伐採前特殊地ごしらえを

行つた場合において、当該林地につき、その翌年度から

起算して２年以内に苗木の植栽を行わないとき 当該交

付を受けた伐採前特殊地ごしらえに係る補助金相当額

� 公的森林整備推進事業、流域公益保全林整備事業、流

域循環資源林整備事業、保全松林緊急保護整備事業、特

定森林造成事業及び被害地等森林整備事業における事業

主体が整理伐を行つた場合で、当該林地につき、原則と

して、その翌年度から起算して２年以内に地表かき起こ
ほう

し、不用萌芽の除去、植え込み等の改良を行わないとき

（確実に更新が図られると知事が認めたときを除く。）

当該交付を受けた整理伐に係る補助金相当額

� 公的森林整備推進事業、流域公益保全林整備事業及び

流域循環資源林整備事業における誘導伐を行つた場合で

、当該林地につき、長期育成循環施業の実施について（

平成１３年３月３０日付け１２林整整第７１８号林野庁長官通知

）に基づき締結された長期育成循環施業協定に違反して

、予定した樹下植栽又は長期育成循環改良を行わないと

き（確実に更新が図られると知事が認めたときを除く。

）及び立木の材積が長期育成循環施業協定に定める維持

すべき立木の材積を下回ることとなるとき 当該交付を

受けた誘導伐に係る補助金相当額

第９条に次の２項を加える。

５ 補植、保育等成林に必要な保育管理その他知事が必要と

認める事項を遵守しなければならない。

６ 絆の森整備事業において取得した用地等については、取

得後、翌年度から起算して１０年間、知事の承認を受けない

で補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、

貸し付け、又は担保に供してはならない。

第１０条第１号を次のように改める。


 造林補助事業の完了年度の翌年度から起算して５年以

内に当該造林補助事業の施行地の森林以外の用途への転

用等をするとき（前条第３項第１号に該当するときを除

く。）。

第１０条中第２号から第５号までを削り、第６号を第２号と

し、第７号を第３号とする。

別表第１から別表第３までを次のように改める。
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別表第１（第３条関係）

水土保全林整備事業及び資源循環林整備事業

区 分 補 助 基 準

補助率
大区分 中区分 小区分 経 費 の 内 訳

対象となる林分の
齢級

１ 育
成単
層林
整備


 整理伐 天然林の質的又は構造的な改善を目
的として行う前生樹の伐倒、伐倒木
の搬出集積、前生樹の巻枯らし、林
木の枝葉の除去及び作業路の開設に
要する経費並びに諸掛費

知事が別に
定める基準
に基づいて
査定した経
費（以下「
査定経費」
という。）
の１０分の４
以内（公的
森林整備推
進事業にあ
つては、１０
分の５以内
）

� 人工造林 森林の造成を目的として行う伐採前
特殊地ごしらえ、地ごしらえ、植付

は

け、播種、施肥、特殊地ごしらえ造
林における前生樹の伐倒及び伐倒木
の除去並びに作業路の開設に要する
経費並びに諸掛費

同上

� 単層林改
良

優良な育成単層林の育成を目的とし
て行う地ごしらえ、天然稚幼樹の発
生又は育成を促す地表かき起こし、
稚幼樹が少ない場合の植付け（植栽
後の確実な成林を図るため必要があ

は

るときは、大苗の植付け）又は播種
ほう

、施肥、不用萌芽の除去、不用木の
とう た

除去、不良木の淘汰、不用木又は不
良木の巻枯らし、林木の枝葉の除去
及び作業路の開設に要する経費並び
に諸掛費

同上

� 保
育（
植栽
型）

ア 下
刈

林木の健全な成長の促進を目的とし
て人工林で行う雑草木の除去及びこ
れに併せて行う施肥に要する経費並
びに諸掛費

�齢級以下（流域
循環資源林整備事
業における分収林
造林（分収林特別
措置法（昭和３３年
法律第５７号）第２
条及び国有林野の
管理経営に関する
法律（昭和２６年法
律第２４６号）第９
条の規定に基づき
、昭和６２年度以降
に契約により設定
された分収林にお
いて、地方公共団
体又は森林整備法
人が契約当事者か
つ事業主体となつ
て行うものをいう
。以下同じ。）に
あつては、�齢級
以下）

同上

イ 雪 林木の健全な成長の促進を目的とし �齢級以下（流域 同上
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起こ
し

て人工林で行う雪圧倒伏木の倒木起
こし（ウの倒木起こしに該当するも
のを除く。）に要する経費及び諸掛
費

循環資源林整備事
業における分収林
造林にあつては、
�齢級以下）

ウ 倒
木起
こし

林木の健全な成長の促進を目的とし
て人工林で行う火災、気象災、病害
虫等（以下「気象災等」という。）
による倒伏木の倒木起こし（アの下
刈又はエの除間伐と同一の施行地で
行うものに限る。）に要する経費及
び諸掛費

同上 同上

エ 除
間伐

林木の健全な成長の促進を目的とし
て人工林で行う不用木の除去、不良

とう た

木の淘汰、不用木又は不良木の搬出
集積及び作業路の開設に要する経費
並びに諸掛費

�齢級以上�齢級
以下（流域公益保
全林整備事業及び
流域循環資源林整
備事業における森
林整備協定造林の
広葉樹にあつては
、�齢級以上
齢
級以下とし、�齢
級については、森
林法第５条に規定
する地域森林計画
（以下「地域森林
計画」という。）
において、水源か
ん養機能、山地災
害防止機能又は生
活環境保全機能を
高度に発揮すべき
ものと定められて
いる森林に存する
ものに限る。）

同上

オ 枝
打ち
ａ

林木の健全な成長の促進を目的とし
て人工林で行う林木の枝葉の一部の
除去及び作業路の開設に要する経費
並びに諸掛費（地下水の基底流量等
の増大等公益的機能の向上を目的と
するものに限る。）

�齢級以上�齢級
以下

同上

カ 枝
打ち
ｂ

林木の健全な成長の促進を目的とし
て人工林で行う林木の枝葉の一部の
除去及び作業路の開設に要する経費
並びに諸掛費（スギ又はヒノキの雄
花除去等による花粉生産の抑制を目
的とするものに限る。）

同上 同上

� 保
育（
天然
更新
型）

ア 下
刈

林木の健全な成長の促進を目的とし
て、原則として地表かき起こし等に
より発生した林木又は植栽木等につ
いて行う雑草木の除去及びこれに併
せて行う施肥に要する経費並びに諸
掛費

�齢級以下 同上

イ 雪
起こ
し

林木の健全な成長の促進を目的とし
て、原則として地表かき起こし等に
より発生した林木又は植栽木等につ
いて行う雪圧倒伏木の倒木起こしに
要する経費及び諸掛費

同上 同上

ウ 除
間伐

林木の健全な成長の促進を目的とし
て、原則として地表かき起こし等に
より発生した林木又は植栽木等につ

同上 同上
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とう

いて行う不用木の除去、不良木の淘
た

汰、不用木又は不良木の搬出集積及
び作業路の開設に要する経費並びに
諸掛費

� 育成単層
林作業路開
設

育成単層林作業路の開設に要する経
費

同上

２ 育
成複
層林
整備


 整理伐 １
に同じ。 同上

� 受
光伐

ア 抜
ぎ

き伐
り

下層木の植栽若しくは育成等の障害
となる林木（以下「支障木」という
。）又はあばれ木等の伐倒、伐倒木
の搬出集積、支障木又はあばれ木等
の巻枯らし及び作業路の開設に要す
る経費並びに諸掛費

支障木については
�齢級以上�齢級
以下（平成１３年３
月３０日改正前の造
林補助事業実施要
領（昭和４８年５月
１５日付け４８林野造
第９０号林野庁長官
通知）に基づき定
められた森林資源
高度化モデル事業
で採択されたもの
のうち長伐期林に
あつては、�齢級
以上
齢級以下）
、あばれ木等につ
いては	齢級以上

同上

イ 枝
払い

支障木の枝葉の一部の除去に要する
経費及び諸掛費

�齢級以上 同上

� 樹下植栽
等

育成複層林の造成を目的として行う
地ごしらえ、樹下への苗木の植付け

は とう た

又は播種、施肥、不良木の淘汰、植
は

付け及び播種に伴つて行う地表かき
ほう

起こし、不用萌芽の除去並びに作業
路の開設に要する経費並びに諸掛費

上層木が�齢級以
上

同上

� 複層林改
良

優良な育成複層林の育成を目的とし
て行う地ごしらえ、天然稚幼樹の発
生又は育成を促す地表かき起こし、
稚幼樹が少ない場合の植付け（植栽
後の確実な成林を図るため必要があ

は

るときは、大苗の植付け）又は播種
ほう

、施肥、不用萌芽の除去、不用木の
とう た

除去、不良木の淘汰、不用木又は不
良木の巻枯らし、林木の枝葉の除去
及び作業路の開設に要する経費並び
に諸掛費

同上

� 保
育（
植栽
型）

ア 下
刈

下層木の健全な成長の促進を目的と
して行う雑草木の除去及びこれに併
せて行う施肥に要する経費並びに諸
掛費

下層木が�齢級以
下（流域循環資源
林整備事業におけ
る分収林造林にあ
つては、�齢級以
下）

同上

イ 雪
起こ
し

下層木の健全な成長の促進を目的と
して行う雪圧倒伏木の倒木起こし（
ウの倒木起こしに該当するものを除
く。）に要する経費及び諸掛費

同上 同上

ウ 倒
木起
こし

下層木の健全な成長の促進を目的と
して行う気象災等による倒伏木の倒
木起こし（アの下刈又はエの除間伐

同上 同上
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と同一の施行地で行うものに限る。
）に要する経費及び諸掛費

エ 除
間伐

下層木の健全な成長の促進を目的と
とう

して行う不用木の除去、不良木の淘
た

汰、不用木又は不良木の搬出集積及
び作業路の開設に要する経費並びに
諸掛費

下層木が�齢級以
上�齢級以下（広
葉樹にあつては、
�齢級以上	�齢
級以下）

同上

� 保
育（
天然
更新
型）

ア 下
刈

１�アに同じ。 １�アに同じ。 同上

イ 雪
起こ
し

１�イに同じ。 １�イに同じ。 同上

ウ 除
間伐

１�ウに同じ。 １�ウに同じ。 同上

� 育成複層
林作業路開
設

育成複層林作業路の開設に要する経
費

同上

３ 機
能増
進保
育

ぎ


 抜き伐り
等

長伐期施業における適正な密度管理
を目的として繰り返し実施する不用

とう た

木の除去、不良木の淘汰、不用木又
は不良木の搬出集積、林木の枝葉の
除去及び作業路の開設に要する経費
並びに諸掛費

�齢級以上	�齢
級以下

同上

� 機能増進
保育作業路
開設

機能増進保育作業路の開設に要する
経費

同上

４ 特定間伐 緊急間伐団地における間伐の実施に
ついて（平成１２年３月２４日付け１２林
野基第２３６号林野庁長官通知）に基
づく緊急間伐団地において緊急間伐
協定に基づき人工林で行う不用木の

とう た

除去、不良木の淘汰及び不用木又は
不良木の搬出集積並びにこれらと一
体的に行う採光のための枝葉の除去
並びに作業路（特定間伐作業路を含
む。）の開設に要する経費並びに諸
掛費

�齢級以上�齢級
以下

同上

５ 長
期育
成循
環整
備


 誘
導伐

ア 抜
ぎ

き伐
り

長期育成循環施業の実施について（
平成１３年３月３０日付け１２林整整第７
１８号）に定める長期育成循環団地（
以下「長期育成循環団地」という。
）の人工林において、長期育成循環
施業における適正な密度管理を目的
として行う支障木の伐倒、伐倒木の
搬出集積及び作業路の開設に要する
経費並びに諸掛費

	齢級以上	�齢
級以下

同上

イ 枝
払い

長期育成循環団地の人工林において
行う支障木の枝葉の一部の除去に要
する経費及び諸掛費

同上 同上

� 樹下植栽
等

長期育成循環団地の人工林において
行う地ごしらえ、樹下への苗木の植

は とう た

付け又は播種、施肥、不良木の淘汰
は

、植付け及び播種に伴つて行う地表
ほう

かき起こし、不用萌芽の除去並びに
作業路の開設に要する経費並びに諸

上層木が	齢級以
上

同上
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掛費

� 長期育成
循環改良

長期育成循環団地の人工林において
行う地ごしらえ、天然稚幼樹の発生
又は育成を促す地表かき起こし、稚
幼樹が少ない場合の植付け（植栽後
の確実な成林を図るため必要がある

は

ときは、大苗の植付け）又は播種、
ほう

施肥、不用萌芽の除去、不用木の除
とう た

去、不良木の淘汰、不用木又は不良
木の巻枯らし、林木の枝葉の除去及
び作業路の開設に要する経費並びに
諸掛費

同上 同上

� 保
育（
植
栽型
）

ア 下
刈

２�アに同じ。 ２�アに同じ。 同上

イ 雪
起こ
し

２�イに同じ。 ２�イに同じ。 同上

ウ 倒
木起
こし

２�ウに同じ。 ２�ウに同じ。 同上

エ 除
間伐

２�エに同じ。 ２�エに同じ。 同上

� 保
育（
天然
更新
型）

ア 下
刈

２�アに同じ。 ２�アに同じ。 同上

イ 雪
起こ
し

２�イに同じ。 ２�イに同じ。 同上

ウ 除
間伐

２�ウに同じ。 ２�ウに同じ。 同上

� 長期育成
循環作業路
開設

長期育成循環作業路の開設に要する
経費

同上

６ 附
帯施
設等
整備


 鳥獣害防
止施設等整
備

健全な森林の造成又は保全を目的と
して行う野生鳥獣による森林被害の
防止、野生鳥獣の移動の制御等を図
るための鳥獣害防止施設等の整備に
要する経費並びに諸掛費

同上

� 林内作業
場及び林内
かん水施設
整備

森林の造成又は整備に附帯する苗木
仮植場、資機材置場、間伐材搬出集
積等の林内作業場及び林内かん水施
設の整備に要する経費並びに諸掛費

同上

� 林床保全
整備

造林地の保全を目的として行う下層
植生の誘導により土壌の適性維持を
図るための枝葉の除去、客土、整地

は

、耕うん、植付け、播種、施肥及び
雑草木の除去並びに小規模で簡易な

さく

排水工、編柵工、土留工等の実施に
要する経費並びに諸掛費

同上

� 高性能林
業機械作業
路開設

流域森林資源循環利用総合対策の実
施について（平成１４年３月２９日付け
林整計第５２６号林野庁長官通知）を
実施する地域における高性能林業機
械作業路の開設及び既存の作業路の

同上
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高性能林業機械作業路への改良に要
する経費

� 作業路改
良

既存の作業路の育成単層林作業路、
育成複層林作業路又は機能増進保育
作業路への改良に要する経費

同上

� 作業路に
係る作業ポ
イント整備

作業路の主要な地点における森林整
備に係る高性能林業機械等の作業等
に利用できる作業ポイントの整備に
要する経費

同上

備考
１ 公的森林整備推進事業の範囲は、１�のうち伐採前特殊地ごしらえ及び６�から�
まで以外のものとする。ただし、５については、市町村長のあつせんに基づく受託に
より実施するものに限る。

２ 流域公益保全林整備事業の範囲は、６�から�まで以外のものとする。
３ 流域循環資源林整備事業の範囲は、６�及び�以外のものとする。

別表第２（第３条関係）

共 生 林 整 備 事 業

１ 絆の森整備事業

区 分 補 助 基 準

（経費の内容）
補 助 率

大区分 中区分 小区分

１ 全体計画調査 全体計画（野生生物共生林整備に係るものを除く。）
の策定に必要な調査に要する経費及び諸掛費

査定経費の１０
分の７以内

２ 共
生林
整備


 市民参加
型森林整備

市民参加による森林の造成を推進することを目的とし
て行う下草刈り、希少植物の保全、廃棄物の除去等林

は

床整備、広葉樹等の郷土樹種の植栽、客土、捨石、播
種、施肥、雑草木又は不用木の除去、枝葉の除去、不
良木の伐倒、伐倒木の搬出集積、作業路の開設等に要
する経費及び諸掛費

同上

� 野生生物
共生林整備

野生生物の生息又は生育環境の保全、移動経路の確保
を図るための森林の造成、野生生物の生息の場所（ビ
オトープ）に適した水辺環境整備、原植生の回復整備

じ

等を目的として行う広葉樹、花木又は餌木の植栽、客
は

土、捨石、播種、施肥、雑草木又は不用木の除去、枝
葉の除去、不良木の伐倒、伐倒木の搬出集積、作業路
の開設等に要する経費及び諸経費

同上

３ 附
帯施
設整
備


 市民参加
型森林整備

標識類の整備、苗木置場その他森林の整備に必要な作
業施設等林内作業場の整備及び駐車場の整備、防火施
設整備として行う前生樹の伐倒、伐倒木の搬出集積、

は

枝葉の除去、客土、整地、植付け、播種、施肥、雑草
とう た

木の除去、倒木起こし、不用木の除去、不良木の淘汰
等防火帯の整備及び防火槽、用水路又は退避地の整備
並びに機能保持上必要な施設、給排水施設及び簡易な
休憩施設の整備等に要する経費及び諸掛費

同上

� 野生生物
共生林整備

標識類の整備、苗木置場その他森林の整備に必要な作
業施設等林内作業場の整備及び駐車場の整備、防火施
設整備として行う前生樹の伐倒、伐倒木の搬出集積、

は

枝葉の除去、客土、整地、植付け、播種、施肥、雑草
とう た

木の除去、倒木起こし、不用木の除去、不良木の淘汰
等防火帯の整備及び防火槽、用水路又は退避地の整備
並びに渓流路整備として行う岩組等林地保全施設の整

さく

備及び防護柵の設置等に要する経費及び諸掛費

同上

� 林内歩道
等整備

共生林の整備及び管理並びに利用者の利便性の確保を
目的として行う林内歩道及び絆の森作業路の開設に要

同上
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する経費

� 用地等取
得

有効かつ計画的な土地の利用促進を図るために行う土
地及び立木竹の取得に要する経費並びに諸掛費

査定経費の１０
分の４以内

備考
１ 行政支援タイプの事業は、森林所有者、市民グループ（特定非営利活動促進法（平成
１０年法律第７号）第２条第２項に規定する特定非営利活動法人等をいう。以下同じ。）
及び市町村が締結する市民の森林利用に関する協定に基づき、市民グループが林業体験
活動等を行う場所において市町村等が森林整備を実施するものとする。
２ 市民主導タイプの事業は、市民グループ等が森林所有者から受託して森林施業計画を
作成し、自ら森林の管理及び整備を実施するものとし、その事業の範囲は、１及び３�
以外のものとする。
３ 市民開放タイプの事業は、森林施業計画の地域住民への開示又は市町村若しくは市民
グループとの協定に基づき所有森林を市民へ開放する森林所有者等が森林整備を実施す
るものとし、その事業の範囲は、１及び３�以外のものとする。

別表第３（第３条関係）

機 能 回 復 整 備 事 業

１ 保全松林緊急保護整備事業


 保全松林健全化整備

区 分 補 助 基 準

補 助 率
大区分 中区分 小区分 経 費 の 内 訳

対象となる
林分の齢級

１ 衛
生伐


 不用木等
の除去及び
処理

松くい虫の繁殖源を除去し、松林の健全な
育成及び保全を図ることを目的として行う
被害木を含む不用木又は不良木の伐倒、伐
倒木の搬出集積、破砕、焼却及び薬剤処理
並びに作業路の開設に要する経費並びに諸
掛費

査定経費の
１０分の７以
内

� 衛生伐作
業路開設

衛生伐作業路の開設に要する経費 同上

備考 保全松林健全化整備は、松くい虫被害対策事業実施要領（平成９年４月１日付け９
林野造第８２号林野庁長官通知。以下「松くい虫被害対策事業実施要領」という。）に
基づき公益的機能の高い健全な松林の整備を行う事業とする。

� 松林保護樹林帯造成

区 分 補 助 基 準

補 助 率
大区分 中区分 小区分 経 費 の 内 訳

対象となる
林分の齢級

１ 育
成単
層林
整備


 整理伐 別表第１ １
に同じ。 査定経費の
１０分の７以
内

� 人工造林 別表第１ １�に同じ。 同上

� 単層林改
良

別表第１ １�に同じ。 同上

� 保
育（
植栽
型）

ア 下
刈

別表第１ １�アに同じ。 �齢級 同上

イ 雪
起こ
し

別表第１ １�イに同じ。 �齢級 同上

ウ 倒 林木の健全な成長の促進を目的として人工 �齢級以下 同上
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木起
こし

林で行う気象災等による倒伏木の倒木起こ
しに要する経費及び諸掛費

エ 除
間伐

別表第１ １�エに同じ。 �齢級以上
�齢級以下

同上

� 保
育（
天然
更新
型）

ア 下
刈

別表第１ １�アに同じ。 別表第１
１�アに同
じ。

同上

イ 雪
起こ
し

別表第１ １�イに同じ。 別表第１
１�イに同
じ。

同上

ウ 除
間伐

別表第１ １�ウに同じ。 別表第１
１�ウに同
じ。

同上

� 土壌改良 森林の生産力の回復を目的として行う地ご
しらえ、植付け（土壌改良木の植付けを含

は

む。）、播種、施肥（石灰及び稲わら等の
施用を含む。）及び作業路の開設に要する
経費並びに諸掛費

同上

� 育成単層
林作業路開
設

別表第１ １�に同じ。 同上

２ 育
成複
層林
整備


 整理伐 別表第１ ２
に同じ。 同上

� 複層林改
良

別表第１ ２�に同じ。 同上

� 保
育（
天然
更新
型）

ア 下
刈

別表第１ ２�アに同じ。 別表第１
２�アに同
じ。

同上

イ 雪
起こ
し

別表第１ ２�イに同じ。 別表第１
２�イに同
じ。

同上

ウ 除
間伐

別表第１ ２�ウに同じ。 別表第１
２�ウに同
じ。

同上

� 土壌改良 １�に同じ。 同上

� 育成複層
林作業路開
設

別表第１ ２�に同じ。 同上

３ 附
帯施
設等
整備


 鳥獣害防
止施設等整
備

健全な森林の造成又は保全を目的として行
う野生鳥獣による森林被害の防止及び野生
鳥獣の移動の制御等を図るための鳥獣害防
止施設等の整備に要する経費並びに諸掛費

同上

備考 松林保護樹林帯造成は、松くい虫被害対策事業実施要領に基づき樹種転換を行う事
業とする。

２ 特定森林造成事業


 特定林地改良

区 分
補 助 基 準

（経費の内容）
補 助 率

大区分 中区分 小区分
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１ 特定林地改良 林木の生長が不良な土地の土壌条件を改良することに
より、森林の生産力を回復させることを目的として行
う地ごしらえ、植付け（土壌改良木の植付け及び緊急

は

性の高い場合の大苗の植付けを含む。）、播種、施肥
（石灰及び稲わらの施用を含む。）及び作業路の開設
に要する経費並びに諸掛費（特定農村地域における農
林業等の活性化のための基盤整備の促進に関する法律
（平成５年法律第７２号）第２条第１項に規定する特定
農山村地域の林木の育成に適さない水田跡地の耕作放
棄地等において行う場合にあつては、地ごしらえ、植
付け（土壌改良木の植付け及び緊急性の高い場合の大

は

苗の植付けを含む。）、播種、施肥（石灰及び稲わら
の施用を含む。）、不透水層の破砕、簡易な排水工、
客土、盛土、土留工等の実施及び作業路の開設に要す
る経費並びに諸掛費）

査定経費の１０
分の７以内

２ 特定林地改良作業
路

特定林地改良作業路の開設に要する経費 同上

３ 附
帯施
設等
整備


 鳥獣害防
止施設等整
備

健全な森林の造成又は保全を目的として行う野生鳥獣
による森林被害の防止及び野生鳥獣の移動の制御等を
図るための鳥獣害防止施設等の整備に要する経費並び
に諸掛費

同上

備考 特定林地改良は、森林の生産力の回復又は水田跡地の耕作放棄地等の林地化の促進
を目的として、土壌条件の改良及び土壌改良木を含む苗木の植栽等を行う事業とする
。

� 耕作放棄地等森林造成

区 分 補 助 基 準

補 助 率
大区分 中区分 小区分 経 費 の 内 訳

対象となる林分の
齢級

１ 育
成単
層林
整備


 整理伐 別表第１ １
に同じ。 査定経費の
１０分の４以
内

� 人工造林 別表第１ １�に同じ。 同上

� 単層林改
良

別表第１ １�に同じ。 同上

� 保
育（
植栽
型）

ア 下
刈

別表第１ １�アに同じ。 �齢級以下（分収
林造林にあっては
、�齢級以下）

同上

イ 雪
起こ
し

別表第１ １�イに同じ。 �齢級以下（分収
林造林にあっては
、�齢級以下）

同上

ウ 倒
木起
こし

林木の健全な成長の促進を目的とし
て人工林で行う気象災等による倒伏
木の倒木起こし（アの下刈又はエの
除間伐と同一の施行地で行うものに
限る。）に要する経費及び諸掛費

�齢級以下 同上

エ 除
間伐

別表第１ １�エに同じ。 �齢級以上�齢級
以下（�齢級につ
いては、地域森林
計画において、水
源かん養機能、山
地災害防止機能又
は生活環境保全機

同上
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能を高度に発揮す
べきものと定めら
れている森林に存
するものに限る。
）。ただし、森林
整備協定造林の広
葉樹にあつては�
齢級以上
齢級以
下、分収林造林に
あつては�齢級以
上�齢級以下

オ 枝
打ち
ａ

別表第１ １�オに同じ。 別表第１ １�オ
に同じ。

同上

カ 枝
打ち
ｂ

別表第１ １�カに同じ。 別表第１ １�カ
に同じ。

同上

� 保
育（
天然
更新
型）

ア 下
刈

別表第１ １�アに同じ。 別表第１ １�ア
に同じ。

同上

イ 雪
起こ
し

別表第１ １�イに同じ。 別表第１ １�イ
に同じ。

同上

ウ 除
間伐

別表第１ １�ウに同じ。 別表第１ １�ウ
に同じ。

同上

� 育成単層
林作業路開
設

別表第１ １�に同じ。 同上

２ 育
成複
層林
整備


 整理伐 別表第１ ２
に同じ。 同上

� 受
光伐

ア 抜
ぎ

き伐
り

支障木又はあばれ木等の伐倒、伐倒
木の搬出集積、支障木又はあばれ木
等の巻枯らし及び作業路の開設に要
する経費並びに諸掛費

支障木については
�齢級以上�齢級
以下、あばれ木等
については	齢級
以上

同上

イ 枝
払い

別表第１ ２�イに同じ。 別表第１ ２�イ
に同じ。

同上

� 樹下植栽
等

別表第１ ２�に同じ。 別表第１ ２�に
同じ。

同上

� 複層林改
良

別表第１ ２�に同じ。 別表第１ ２�に
同じ。

同上

� 保
育（
植栽
型）

ア 下
刈

別表第１ ２�アに同じ。 下層木が�齢級以
下（分収林造林に
あつては、�齢級
以下）

同上

イ 雪
起こ
し

別表第１ ２�イに同じ。 同上 同上

ウ 倒
木起
こし

下層木の健全な成長の促進を目的と
して行う気象災等による倒伏木の倒
木起こし（アの下刈又はエの除間伐
と同一の施行地で行うものに限る。
）に要する経費及び諸掛費

下層木が�齢級以
下

同上
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エ 除
間伐

下層木の健全な成長の促進を目的と
とう

して行う不用木の除去、不良木の淘
た

汰、不用木又は不良木の搬出集積及
び作業路の開設に要する経費並びに
諸掛費

下層木が�齢級以
上�齢級以下（�
齢級については、
分収林造林を除き
、地域森林計画に
おいて、水源かん
養機能、山地災害
防止機能又は生活
環境保全機能を高
度に発揮すべきも
のと定められてい
る森林に存するも
のに限る。）

同上

� 保
育（
天然
更新
型）

ア 下
刈

別表第１ ２�アに同じ。 別表第１ ２�ア
に同じ。

同上

イ 雪
起こ
し

別表第１ ２�イに同じ。 別表第１ ２�イ
に同じ。

同上

ウ 除
間伐

別表第１ ２�ウに同じ。 別表第１ ２�ウ
に同じ。

同上

� 育成複層
林作業路開
設

別表第１ ２�に同じ。 同上

３ 附
帯施
設等
整備


 鳥獣害防
止施設等整
備

健全な森林の造成又は保全を目的と
して行う野生鳥獣による森林被害の
防止及び野生鳥獣の移動の制御等を
図るための鳥獣害防止施設等の整備
に要する経費並びに諸掛費

同上

� 林内作業
場及び林内
かん水施設
整備

森林造成又は整備に附帯する苗木仮
植場、資機材置場、間伐材搬出集積
等の林内作業場及び林内かん水施設
の整備に要する経費並びに諸掛費

同上

� 生育環境
補完整備

造林木の確実かつ早急な成長確保を
図るために行う筋工及び伏工等簡易
な工作物の設置に要する経費及び諸
掛費

同上

備考 耕作放棄地等森林造成は、耕作放棄地等の現に森林状態ではない箇所を対象に、緊
急かつ計画的に森林造成を行う事業とする。

� 造林未済地緊急造林

区 分 補 助 基 準

補 助 率
大区分 中区分 小区分 経 費 の 内 訳

対象となる
林分の齢級

１ 育
成単
層林
整備


 人工造林 別表第１ １�に同じ。 査定経費の
１０分の４以
内

� 保
育（
植栽
型）

ア 下
刈

別表第１ １�アに同じ。 �齢級以下
（分収林造
林にあつて
は、�齢級
以下）

同上

備考 造林未済地緊急造林は、公益的機能別施業森林区域のうち、伐採後３年以上造林が
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行われていない林地であつて植栽によらなければ更新が困難と見込まれるものを対象
に、１５年以上皆伐をしないことについて協定を締結した上で、郷土樹種の植栽等を行
う事業とする。

３ 被害地等森林整備事業

区 分 補 助 基 準

補 助 率
大区分 中区分 小区分 経 費 の 内 訳

対象となる林分の
齢級

１ 育
成単
層林
整備


 整理伐 別表第１ １
に同じ。 査定経費の
１０分の４以
内

� 人工造林 別表第１ １�に同じ。 同上

� 単層林改
良

別表第１ １�に同じ。 同上

� 保
育（
植栽
型）

ア 下
刈

別表第１ １�アに同じ。 �齢級（森林整備
協定造林にあって
は、�齢級以下）

同上

イ 雪
起こ
し

別表第１ １�イに同じ。 �齢級（森林整備
協定造林にあって
は、�齢級以下）

同上

ウ 倒
木起
こし

林木の健全な成長の促進を目的とし
て森林環境保全整備事業実施要領（
平成１４年３月２９日付け１３林整整第８
８５号林野庁長官通知）に規定する指
定被害地造林（以下「指定被害地造
林」という。）として行う気象災等
による倒伏木の倒木起こし及び作業
路の開設に要する経費並びに諸掛費

�齢級以下 同上

エ 除
間伐

別表第１ １�エに同じ。 �齢級以上�齢級
以下（森林整備協
定造林にあつては
、�齢級以上�齢
級以下（広葉樹に
あつては、�齢級
以上
齢級以下）
。ただし、�齢級
については、森林
整備協定造林の広
葉樹を除き、地域
森林計画において
、水源かん養機能
、山地災害防止機
能又は生活環境保
全機能を高度に発
揮すべきものと定
められている森林
に存するものに限
る。）

同上

� 保
育（
天然
更新
型）

ア 下
刈

別表第１ １�アに同じ。 別表第１ １�ア
に同じ。

同上

イ 雪
起こ
し

別表第１ １�イに同じ。 別表第１ １�イ
に同じ。

同上

ウ 除 別表第１ １�ウに同じ。 別表第１ １�ウ 同上
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間伐 に同じ。

� 育成単層
林作業路開
設

別表第１ １�に同じ。 同上

２ 育
成複
層林
整備


 整理伐 別表第１ ２
に同じ。 同上

� 受
光伐

ア 抜
ぎ

き伐
り

支障木又はあばれ木等の伐倒、伐倒
木の搬出集積、支障木又はあばれ木
等の巻き枯らし及び作業路の開設に
要する経費並びに諸掛費

支障木については
�齢級以上�齢級
以下（森林整備協
定造林にあつては
、�齢級以上�齢
級以下）、あばれ
木等については�
齢級以上（森林整
備協定造林にあつ
ては、	齢級以上
）

同上

イ 枝
払い

別表第１ ２�イに同じ。 別表第１ ２�イ
に同じ。

同上

� 樹下植栽
等

別表第１ ２�に同じ。 別表第１ ２�に
同じ。

同上

� 複層林改
良

別表第１ ２�に同じ。 同上

� 保
育（
植栽
型）

ア 下
刈

別表第１ ２�アに同じ。 別表第１ ２�ア
に同じ。

同上

イ 雪
起こ
し

別表第１ ２�イに同じ。 別表第１ ２�イ
に同じ。

同上

ウ 倒
木起
こし

下層木の健全な成長の促進を目的と
して指定被害地造林として行う気象
災等による倒伏木の倒木起こし及び
作業路の開設に要する経費並びに諸
掛費

�齢級以下 同上

エ 除
間伐

下層木の健全な成長の促進を目的と
とう

して行う不用木の除去、不良木の淘
た

汰、不用木又は不良木の搬出集積及
び作業路の開設に要する経費並びに
諸掛費

下層木が�齢級以
上�齢級以下（森
林整備協定造林に
あつては、�齢級
以上�齢級以下（
�齢級については
、地域森林計画に
おいて、水源かん
養機能、山地災害
防止機能又は生活
環境保全機能を高
度に発揮すべきも
のと定められてい
る森林に存するも
のに限る。））

同上

� 保
育（
天然
更新
型）

ア 下
刈

別表第１ ２�アに同じ。 別表第１ ２�ア
に同じ。

同上

イ 雪
起こ
し

別表第１ ２�イに同じ。 別表第１ ２�イ
に同じ。

同上

ウ 除 下層木の健全な成長の促進を目的と 別表第１ ２�ウ 同上

愛 媛 県 報平成１５年３月３１日 第１４４３号外６

１６



間伐
とう

して行う不用木の除去、不良木の淘
た

汰、不用木又は不良木の搬出集積及
び作業路の開設に要する経費並びに
諸掛費

に同じ。

� 育成複層
林作業路開
設

別表第１ ２�に同じ。 同上

３ 機
能増
進保
育

ぎ


 抜き伐り
等

別表第１ ３
に同じ。 別表第１ ３
に
同じ。

同上

� 機能増進
保育作業路
開設

別表第１ ３�に同じ。 同上

４ 附
帯施
設等
整備


 鳥獣害防
止施設等整
備

健全な森林の造成又は保全を目的と
して行う野生鳥獣による森林被害の
防止及び野生鳥獣の移動の制御等を
図るための鳥獣害防止施設等の整備
に要する経費並びに諸掛費

同上

備考 被害地等森林整備事業は、森林被害の復旧等諸々の条件に応じた森林造成等を行う
ものとする。
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別表第４から別表第９までを削り、別表第１０を別表第４と

し、別表第１１人工造林、県単松くい虫被害跡地造林事業及び

県単学校造林事業の項中「、ひのき」の下に「その他針葉樹

」を加え、「２，７００本」を「２，０００本」に改め、

すぎ及びひのき以外の針葉樹（保全
松林緊急保護整備事業の松林保護樹
林帯造成にあつては、松くい虫の被
害に抵抗性のある樹種に限る。）

４，０００〃
「

を削り、「３，０００〃
」

」を「２，０００〃」に改め、同表特殊林地改良事業の項中 特「
殊林地改良事業 」を 特定林地改良事業「 」に改め、同表保全

松林緊急保護整備事業（保全松林健全化整備）の項を削り、

同表県単くぬぎ造林の項中「３，０００〃」を「２，０００〃」に改

め、同表を別表第５とする。

�������
�愛媛県告示第８０７号
愛媛県環境保全森林整備事業補助金交付規程（平成１０年３

月愛媛県告示第４８４号）の全部を次のように改正する。

平成１５年３月３１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県居住地森林環境整備事業補助金交付規程

（補助の目的）

第１条 県は、居住地周辺の森林の整備等を実施することに

より、森林を基軸とした居住環境の整備を推進し、もって

山村と都市との共生及び対流を図り、緑豊かな森林に囲ま

れた快適な居住環境を広く創出するため、居住地森林環境

整備事業を行うものに対し、この規程の定めるところによ

り、予算の範囲内で、補助金を交付する。ただし、当該事

業に対し、国又は県から別に補助金その他の交付金が交付

される場合は、この限りでない。

（補助対象事業の要件）

第２条 居住地森林環境整備事業は、次に掲げる要件に該当

する森林において行うものとする。


 森林資源の状況、森林施業及び林業生産の動向、林道

の整備状況、森林空間の総合利用の動向並びに生活環境

施設の整備状況等を勘案し、居住地森林環境整備事業を

実施することが適当と認められる地区であること。

� 居住地森林環境整備事業の実施につき、市町村、林業

者、森林組合その他関係団体の意欲が高い地区であるこ

と。

� その区域内に人口集中地区（統計法（昭和２２年法律第

１８号）第４条に規定する国勢調査の結果に基づき設定さ

れた人口集中地区をいう。）を有する市町村で、人口が

おおむね３万人以上であり、かつ、人口１万人当たりの

森林面積がおおむね５００ヘクタール以上であるものの区

域内の森林であること。

� 整備対象森林の面積がおおむね３００ヘクタール以上で

あり、その大半が森林法（昭和２６年法律第２４９号）第５

条第２項第４号の３に規定する公益的機能別施業森林区

域に区分されていること。

� 整備面積の合計が２０ヘクタール以上であること。

３ 居住地森林環境整備事業の規模は、１施行地につき、そ

の面積が０．１ヘクタール以上とする。

４ 前項の規定にかかわらず、米生産調整による水田跡地の

施行地については、１施行地の面積が０．０５ヘクタール以上

とする。

５ 前項の規定は、水田農業経営確立対策実施要綱（平成１２

年４月１日付け１２農産第１９３２号農林水産事務次官通知）に

基づく水田農業経営確立対策の市町村別生産調整対策水田

面積の目標が未達成の市町村の区域内における事業につい

ては、当該未達成となった年度の翌年度は、適用しない。

（補助対象事業の内容等）

第３条 居住地森林環境整備事業は、居住地周辺の森林にお

ける防災、景観、森林とのふれあい等に配慮して、森林の

整備等を実施する事業で、フォレスト・コミュニティ総合

整備事業計画に基づき実施するものとし、その区分、補助

基準及び補助率は、別表第１のとおりとする。

２ 別表第１ １の項に規定する事業（苗木を植栽するもの

に限る。）で補助対象とするものは、別に定めるところに

よる苗木を使用し、かつ、別表第２に掲げる樹種及び本数

の苗木を植栽するものに限る。ただし、知事が特に必要と

認めるときは、この限りでない。

（事業主体）

第４条 事業主体（居住地森林環境整備事業を自ら又は委託

を受けて実施するものをいう。）は、次に掲げるものとす

る。


 市町村

� 森林法第２条第２項に規定する森林所有者

� 森林組合

� 生産森林組合

� 森林整備法人

� 森林法施行令（昭和２６年政令第２７６号）第１１条第７号

に規定する団体

（補助金の交付申請等）

第５条 居住地森林環境整備事業に対する補助金の交付申請

、交付決定等、請求及び交付条件については、愛媛県造林

事業補助金交付規程（昭和６２年１１月愛媛県告示第１３８３号）

の例による。

（補助金の交付決定の取消し等）

第６条 補助金の交付決定を受けたもの又は補助金の交付を

受けたものが、次の各号のいずれかに該当するときは、知

事は、補助金の交付決定を取り消し、又は既に交付した補

助金の全部若しくは一部の返還を命ずることがある。


 居住地森林環境整備事業の完了年度の翌年度から起算

して５年以内に当該補助金の交付決定を受けた居住地森

林環境整備事業の施行地の森林以外の用途への転用、用

途変更又は伐採除去をするとき。

� この規程又は補助条件に違反したとき。

� 不正若しくは虚偽の申請をし、又はこれによって補助

金の交付を受けたとき。

（書類の経由）

第７条 この規程により知事に提出する書類は、施行地を管

轄する地方局長を経由しなければならない。

附 則

この規程は、公布の日から施行し、平成１４年度の補助金か

ら適用する。
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別表第１（第３条関係）

居 住 地 森 林 環 境 整 備 事 業

区 分
補 助 基 準

（経 費 の 内 訳）
補 助 率

１ 居住地周辺森林整備 居住地周辺の森林の整備を目的として行う
前生樹の伐倒、伐倒木の搬出集積、除根、
枝葉の除去、客土、整地、耕うん、植付け

は

、播種、施肥、雑草木の除去、倒木起こし
とう た

、不用木の除去、不良木の淘汰等に要する
経費及び諸掛費

知事が別に定める
基準に基づいて査
定した経費の１０分
の４以内

２ 路側樹林帯整備 居住地周辺の森林内の道路の沿道における
防災、景観等に配慮した森林の整備を目的
として行う前生樹の伐倒、伐倒木の搬出集
積、枝葉の除去、支障木の伐倒、伐倒木の
搬出集積、巻枯らし、客土、整地、植付け

は

、播種、施肥、雑草木の除去、倒木起こし
とう た

、不用木の除去、不良木の淘汰等に要する
経費

同上

３ 居住地森林作業路等
開設

居住地周辺の森林の整備及び管理並びに利
用者の利便性の確保を目的として行う林内
歩道及び長期間継続して利用される作業路
の開設に要する経費

同上

４ 附帯施設整備 居住地周辺の森林の多面的機能の保全を図
ることを目的として行う標識類の整備、苗
木置場、資機材置場等林内作業場の整備並
びに防火施設整備として行う前生樹の伐倒
、伐倒木の搬出集積、除根、枝葉の除去、

は

客土、整地、耕うん、植付け、播種、施肥
、雑草木の除去、倒木起こし、不用木の除

とう た

去、不良木の淘汰等の防火帯の整備並びに
防火槽、用水路及び退避地の整備に要する
経費

同上
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別表第２（第３条関係）

植 栽 樹 種 及 び 本 数

植 栽 区 分 植 栽 樹 種
植栽本数（１ヘクタ

ール当たり）

皆伐により伐採した跡地
等において、森林の造成
を目的として行う苗木の
植栽

すぎ、ひのきその他針葉樹 ２，０００本以上

くぬぎ、なら類、かし類 ２，０００本以上

きり ４００本以上

くぬぎ、なら類、かし類及びきり以外
の広葉樹

２，０００本以上

複数の樹冠層を有する森
林（以下「育成複層林」
という。）の造成を目的
として行う樹下への苗木
の植栽

すぎ、ひのき、まつ類、くぬぎ、なら
類、かし類、けやき

６００本以上

優良な単一の樹冠層を有
する森林又は育成複層林
の育成を目的として行う
稚幼樹が少ない場合の植
え込み

まつ類、くぬぎ、なら類、かし類、け
やきその他有用樹

６００本以上

平成１５年３月３１日 印刷
平成１５年３月３１日 発行

購読料（送料共） １箇月１，７５０円２０
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